
【本書の特色】

●外務省内で回覧された、欧米局「執務報告 米州の部」月報（一九五二
〜一九六二年）を影印復刻。
●アメリカ、カナダ、ブラジル、メキシコ、キューバ等、北米・中南米諸国に
対する動向が月単位で把握可能。
●条約・協定交渉、総理・外相の外遊、国際会議、移民、戦後補償、市民
運動等に関する情報を豊富に含む。
●アメリカとの安全保障や経済援助に関する条約交渉の進捗や、中南
米に対する移民送出、経済開発の経緯を詳細に記す。
●最終巻に「欧米局米州編」総目次と解説を附す。
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株式会社紀伊國屋書店 デジタル・流通事業本部 デジタル情報営業部
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外務省戦後執務報告
欧米局米州 編 全９巻
［監修・解説］ ロメロ・イサミ（帯広畜産大学准教授）

電子書籍版
定期刊行中

KinoDenは、紀伊國屋書店がご提供する学術和書電子図書館サービスです。
読みやすいビューア、未購入タイトルも含めた全文検索、試し読み・リクエスト
機能など、長年の経験を活かし「本当に使われる電子図書館」をご提供致します。

日本の独立回復後、 南北アメリカ諸国に対する外交をリアル
タイムで記録した、 外務省内の回覧資料。
欧米局米州編を電子書籍版で刊行します。
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「同時アクセス
数1」の販売価

格(本体価)

「同時アクセス
数3」の販売価格

(本体価)

KP00083081 
外務省戦後執務報告 欧米局
米州編

第1巻
「執務報告」綴 欧米局米州の部
第1巻

202305 ¥26,400 ¥52,800 

KP00083082
外務省戦後執務報告 欧米局
米州編

第2巻
「執務報告」綴 欧米局米州の部
第2巻 上

202305 ¥26,400 ¥52,800 

KP00083083 
外務省戦後執務報告 欧米局
米州編

第3巻
「執務報告」綴 欧米局米州の部
第2巻 下

202305 ¥26,400 ¥52,800 

KP00083084
外務省戦後執務報告 欧米局
米州編

第4巻
「執務報告」綴 欧米局米州の部
第3巻

202305 ¥26,400 ¥52,800 

KP00083085 
外務省戦後執務報告 欧米局
米州編

第5巻
「執務報告」綴 欧米局米州の部
第4巻

202305 ¥26,400 ¥52,800 

★2023年 9月搭載開始（以後続巻です）
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●『外務省戦後執務報告 欧米局 米州編』第1回配本 主要目次

昭和27年5月 ●第一課関係
一、日米外交再開問題 二、日加外交再開問題 三、日米加三国オットセイ共同調査問題
四、日米加三国漁業条約 五、日米航空協定問題 六、日米著作権関係調整問題
七、余剰物資協定問題 八、原子爆弾災害調査委員会（ABCC）に関する件
九、戦後再入国の在米永住邦人財産の敵産管理措置解除問題 一〇、在外被接収日本人財産の問題
一一、アメリカ社会保障法による老年及び遺族保険 一二、在外公館において取扱う改印証明
一三、藤井土地試訴に対する加州大審院の判決 一四、観光日本株式会社とアメリカ海軍現地調査課との家屋

賃貸契約の件
一五、アメリカより東京都に桜の苗木寄贈の件 一六、連合国人財産返還の件 一七、外国人財産取得の件
一八、二重国籍者その他の調査に関する件 一九、アメリカ大使館館員宿舎賃貸延長方交渉斡旋に関する件
二〇、カナダ大使館土地購入斡旋の件 二一、アメリカ議会の移民法修正案審議
二二、ハワイにおける農業移民としての日本人の発展状況 二三、調書
●第二課関係
一、政務に関する事項
（一）対日平和条約批准状況（二）在外公館開設状況（三）ラ米諸国の駐日公館開設状況
（四）在外公館員の領事事務処理の件（五）権益保護事務引継に関する件
（六）ラ米事情の照会及び証明事務（七）作業
二、移民に関する事項
（一）移民政策について（二）移民に関する具体的計画の検討に関する事項
（三）国内啓発に関する事項（四）移住教養所に関する事項
（五）民間移殖民事業機関に関する事項（六）所在調査に関する事項
三、その他の事項
（一）調書の作成（二）欧米第二課業務の分担（三）在外公館及び在外事務所の人員
●渡航課関係
一、旅券申請数 二、旅券発給数
三、特定地域（北緯二十九度以南の南西諸島その他外務大臣の定める地域をいう）渡航者取扱件数
四、旅券及び査証の制度に関する処理事項 五、高良参議院議員などの入ソ問題 六、北京への旅券申請

昭和27年6月 ●第一課関係
一、ヴァンクーヴァー領事館開設に関する件 二、オットセイの共同調査問題 三、日米加三国漁業条約
四、北太平洋のさけ調査問題 五、日米航空協定問題 六、日加航空協定問題 七、日米著作権関係調整問題
八、余剰物資協定問題 九、原子爆弾災害調査委員会（ABCC)に関する件 一〇、戦犯問題
一一、俘虜関係記録の借用問題 一二、元外交官の米貨預金に対する接収解除問題
一三、凍結中の在米領事館特別勘定の返還に関する件 一四、メーデー騒擾事件における損害の補償
一五、農村青壮年アメリカ派遣の件 一六、戦前発生したアメリカ人の債権の処理に関する件
一七、藤井土地試訴に対するカリフォルニア州大審院の判決 一八、二重国籍者その他の調査に関する件
一九、本邦仮入国許可要請口上書受理の件 二〇、アメリカ国籍及びカナダ国籍人の仮入国許可の件
二一、調書
●第二課関係
一、政務に関する事項
（一）対日平和条約批准状況（二）在外公館開設状況（三）ラ米諸国の駐日公館開設状況
（四）在外公館員の領事事務処理の件（五）ラ米における政治的異動（六）在外公館の政治的動静
（七）ラ米事情の照会及び証明事務
二、移民に関する事項
（一）アマゾン移民計画に関する日伯両国政府間の交渉
（二）移住教養所の再開（三）移民船の準備に関する手配（四）移民に関する具体的な検討
（五）日南産業株式会社の再建及び第二四回定時株主総会開催の件（六）新移民法の研究に関する事項
（七）所在調査
●渡航課関係
一、旅券申請数 二、旅券発給数
三、特定地域（北緯二十九度以南の南西諸島その他外務大臣の定める地域）渡航者取扱件数
四、旅券及び査証の制度に関する処理事項 五、アジア太平洋地域平和会議関係渡航申請

六、モスコー国際経済会議行旅券発給拒否に関する訴訟
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